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はじめに
日本政府がポツダム宣言を受諾し，無条件降伏した
日（1945年 8月 15日）に，米国海軍軍政府は本島中
部の石川に各地区から代表者を招集し，軍政府の諮問
機関ないし米軍と住民との橋渡し的な役割を担う機関
の設置について協議が行われ，同 20日には沖縄諮旬
会が設置された。この沖縄諮旬会には業務を分担して
13の部が置かれ，その中に社会事業部があった。社
会事業部は食糧，衣料，住宅の提供，移動の援助，行
方不明者の捜索，孤児の収容，養老その他の事業を担
当した。そのうち孤児，老人，傷病者等の収容所の管
理，維持については米軍が直接あたったため，社会事
業部の主要な業務は住民に対する公平な食糧，衣料の
無償配給を行うことであった。（当山 3頁）
戦前，孤児や高齢者は，親戚縁者や村の近隣のもの
によって，世話がなされていた。また施設に収容され
ているものもいた。政府の直接の保護を受けるものは
いなかった。1946年 6月の時点で，多くの戦災孤児
が存在し，人々は混乱していた。破綻した経済はこれ
までのような家族単位での世話を困難にしていた。同
年8月までに12カ所の孤児院と養老院が開設された。
軍政府担当部局の指導と援助の下で沖縄民政府は，諸
経費の大幅な節約とより効率的な管理運営のためにこ
れらの施設をコザ，平良，百名，首里，石川の 5カ所
に統合する計画を作成した（“The Ryukyus Military
Government Activities Annual Report 1947―1948, Labour
and Welfare Department” p. 51）
米国統治下の沖縄は，1940年代末から平和条約の
締結を視野に入れ，統治システムを軍政から民政に移
行するための施策を実行に移し始めた。本稿では，こ
の民政移行に伴う住民を対象とした扶助と児童福祉の
領域での施策の動向について検討する。
住民に対する扶助は，軍政から民政への移行の過程
において，救済から近代的な公的扶助へと変貌を遂げ
た。占領地住民全体を対象とした「島ぐるみ救済」か
ら，実態をふまえた救済プログラムを立ち上げるとと
もに，その費用についても住民の負担が求められるよ＊ 専修大学商学部教授
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うになった。
1．島ぐるみ救済
沖縄の戦闘は農業及び水産業などの小規模の経済を
完全に破壊した。沖縄の人々が 1世紀以上も骨身を惜
しまずに開墾した田畑を一瞬のうちに踏みつぶした。
戦後，沖縄の多くの人々はアメリカからの施し物で生
活をしてきた。島民の多くは軍払下げのシャツやズボ
ン以外の衣服を持っていなかった。（県警察史 72頁）
沖縄戦は，住民の生活の基盤を根底から破壊し，生
活物資の欠乏と相まって，心身ともに極限の状況に追
い込んだ。1945年 4月，米軍は上陸地域において逸
速く軍政府を開庁し，難民の救出と援護の業務を開始
し，戦線とともに前進しながら住民の救護を行った。
米軍は住民の生活の安定をはかるために各地に収容所
を設置し，住居を用意し，さらに食糧，衣料，医薬な
どを提供した。また，各地に孤児院，養老院を設置し
ている。
米軍によるこの時期の救済は，住民に占領政策を理
解させ人心を安定させる宣撫工作としての意義を持つ
ものであり，住民に対して公平な無償の配給を本旨と
する「島ぐるみ救済」であった。この救済の業務運営
は 1945年 8月，軍政の諮問機関として発足した沖縄
諮旬会の社会事業部に移管された。社会事業部は救済
物資の配給の中央統制を行った。
1946年 4月，軍布告により北緯 30度以南の南西諸
島の住民の所持する旧日本円がB円軍票に交換され，
賃金制度と有償配給制が実施されることになった。軍
政下において貨幣経済が復活した。しかし，厳しい経
済統制が行われたため闇取引が横行し，極度のインフ
レと混乱に見舞われた。
1946年 6月から貨幣経済が導入され物資は有償購
入となった。自活の困難な住民に対しては救済施策が
実施された。1946年 12月から台湾帰還者の物資購入
は，持参紙幣の両替が停止していたことから立替えを
行っていたが，1947年 6月には持参通貨の交換の見
込がなくなったことから，これを救済として取り扱う
ことになった。（琉球史料・第 5集社会編 2・18頁）
（1）自活困難者に対する救済
沖縄群島居住の琉球人で救済を受給しているもの
は，1946年 6月末で 6万 4224人，1947年同期で 3万
9892人，48年 6月末で 1万 5510人と減少してきてい
る。（“The Ryukyus Military Government Activities An-
nual Report 1947―1948, Labour andWelfareDepartment”
p. 51）
1946年 7月，軍政府総務部公的扶助福祉課は労働
部と統合し，労働福祉部となった。この業務移管は，
救済の増加を抑制する必要から，労働と救済の関連を
適正化するためのものである。加えて，救済を受けて
いる熟練及び未熟練の労働力に雇用を提供し労働の場
に動員する方策が検討されている。
軍政府救済担当部署と沖縄民政府が連絡を密にして
問題解決にあたれるよう適切な管理の下に支援を行う
ことに重点が置かれる。軍政府指令を発出して沖縄民
政府の関係業務の管理と種々の書式を制定している。
（ibid. p. 50）
（2）アジア救済連盟（LARA）とアメリカ赤十字の活動
沖縄における援助の運営に関するLARA （Licensed
Agencies for Relief in Asia）と極東軍司令部との協定
が 1947年 6月に発効した。その内容は以下の通りで
ある。
1．LARAは軍の余剰物資の放出を受け食糧及び衣
料の輸送と補充にあたる。
2．日本における小児を対象としたミルク給食と同
等のプログラムを実施する。
3．地域の LARA代表部が援助物資の割当を決め
る。
4．配分は対象者のニードに基づいて行い，経費の
徴収は行わない。
5．アメリカ側の送り出し機関は積出し港から沖縄
の軍司令官が指定した荷下ろし港までのコストを
負担する。
6．LARAの代表部は沖縄の軍司令官の指揮の下で
のみ活動するが，アメリカの送り出し機関と積み
荷の出航許可に関して直接連絡をとる。（ibid. p.
53）
琉球軍政府公衆衛生福祉プログラムの関連事項につ
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いてアメリカ赤十字に対する援助要請がなされ，沖縄
住民の健康と福祉の改善支援及び住民のための現地福
祉団体の設立を目的として 1948年 3月 9日現地に代
表団が派遣された。
琉球に四つの福祉団体が設立されることになり，そ
れぞれ奄美，沖縄，宮古，八重山の地区政府所在地に
置かれた。また代表を選挙する規定もそれぞれの規約
の中に定められた。（ibid. p. 54）
ハンセン氏病施設に収容されている患者にクリスマ
ス・プレゼントを贈る占領下の琉球人の取組みでは，
トラック 2台分の食糧，衣料，玩具，援助物資と 557
ドル 65セントの現金が集まった。
LARAの援助物資が 1948年 12月 10日に到着した。
内容は 2．5トンの学用品，ラード，ショートニング，
1．5トンの石鹸などであった。LARAは毛布，シー
ツ，衣類などからなる 3種類の家族向け詰め合わせ
240個と，緊急パックを村の救済のために配布した。
また，ハンセン氏病施設と孤児院に収容されている児
童に対して玩具，靴，鉛筆その他子供用品からなる子
ども向け詰め合わせ 435個が，病院及び看護用品 1ト
ンがコザ，名護，宜野座の病院と看護学校に提供され
た。（“US Army Military Government Activities in the
Ryukyus, Summation no. 26, Dec 1948, Headquarters
Ryukyu Commands Military Government” p. 34）
沖縄群島地域で 1948年 12月の時点で，施設外で救
済を受けいれている沖縄人は 1万 1436人で，そのう
ち 7178人が 16歳未満の児童であった。
新たな軍政府村厚生員の区分が 12月に導入され
た。厚生員は 28名おり，11名が女性である。救済品
の配布の監視と，地区厚生員と協力して村における救
済の一般的な状況を調査することが任務である。
那覇沖縄婦人クラブの総会が 600人の沖縄女性の出
席の下に開催された。この会合は，軍政府厚生部長，
LARA代表，沖縄赤十字暫定委員会代表らがその方針
と組織作り，活動を説明し，沖縄の復興における女性
の役割について議論するために呼びかけられたもので
ある。（ibid. p. 34）
1948年 12月，各市町村に「厚生員」が設置され
た。これは正式には「公衆社会事業委員」として任命
されたもので，身分は軍政府職員であり軍政府公衆衛
生社会事業課の直属となっていた。その権限は大き
く，民政府の政策手続の実施状況を監督したり，
LARAの救援物資など海外から送られた社会救済品に
ついての進言，監督などを行った。（当山 4頁）
1949年 1月に受領した LARA援助物資は，衣類が 5
万 8676ポンド，食品が 5万 8390ポンド，その他の物
資が 1000ポンドであり，学用品も 6213ポンドあっ
た。2月には，衣類 195ポンド，食品 1000ポンド，
学用品 5238ポンド，ミシン 4台，蚊帳 1217ポンド，
漁労用麻紐 3300ポンド及び謄写版原紙 1万 4891ポン
ドを LARAから受領している。LARA援助物資は軍政
府福祉課を通じて配給された。（“US Army Military
Government Activities in the Ryukyus, Summation no.
28, Feb 1949, Headquarters Ryukyu Commands Military
Government”）
沖縄群島地域で 1949年 1月の時点で，施設外で
（non―institutional）救済を受けていたものは，1万
1540人を数え，そのうち 16才未満のものが 7276人
であった。LARA救済品の食糧及び衣料の多くは家族
単位で配布された。1月の LARA受贈物資は主に鉛筆
やノートなどの学用品であった。食糧や衣料品などの
緊急援助物資は火災やその他の災害の被災者に配布さ
れた。LARAからの児童向けプレゼント 400個は軍政
府教育部に回送され奨学のための報奨品として活用さ
れた。
沖縄群島地域で施設において救済を受けていたもの
は 1949年 1月の時点で 362名となっており，そのう
ち孤児院に収容されている児童を対象としたものは
269件であった。また，施設における結膜炎と皮膚疾
患の爆発的流行があったが，公衆衛生部が医薬を供給
し防遏した。アメリカ婦人クラブが感染児童に対し個
人用の石鹸とタオルを寄付している。（“US ArmyMili-
tary Government Activities in the Ryukyus, Summation
no. 27, Jan 1949, Headquarters Ryukyu Commands Mili-
tary Government” p. 35）
（3）食糧価格の高騰と救済方式の変更
1949年 2月に沖縄群島で救済を受けたものは 1万
1559人であった。このうち 7241人が 16歳未満であっ
た。2月中に軍政府公衆衛生部の福祉課は一般の救済
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とは異なる新たなプログラムを立ち上げた。これは輸
入食料品価格の高騰に対応したものである。救済の適
用件数は通常の 1万 5000件から価格高騰の間におよ
そ 5万件にも増大した。
これまでの現金による救済方式は，村売店で引換が
できる食料救済証明書の交付に変更された。この証明
書は，軍政府村厚生員が申請者を審査した後に交付さ
れることになっていた。
軍政府と沖縄民政府は新しいプログラムを周知させ
るため，市長をはじめ関係者に対する多くの会合を開
催した。（“US Army Military Government Activities in
the Ryukyus, Summation no. 28, Feb 1949, Headquarters
Ryukyu Commands Military Government”）
1949年 3月には，救済費の民負担が 4割となる。
1949年 3月には，4万 1608人の沖縄人が新プログ
ラムによる食糧の救済を受けている。救済の多くは，
2月の食糧価格の高騰，穀物の不作，住民の居住地の
移動などの経済的変動によるものである。
LARA援助物資は 1949年 3月に衣類 6万 2591ポン
ド，ラード 1万 7250ポンド，医療品 1879ポンド，図
書 771ポンド，石鹸 2万 7755ポンド，ミシン 3台，
その他の物資 6025ポンドが受領された。 LARAは
救済対象者 7600人に衣類を，9500人にラードを配給
している。また，アメリカの子供達から 1万 7000ポ
ンドの運動用具が沖縄の子供達に贈られた。LARAは
鉛筆 771ポンド，謄写版原紙 1万 4891ポンド，漁労
用麻紐 3300ポンド，マルチビタミン剤 1281ポンドも
配給している。（“US Army Military Government Activi-
ties in the Ryukyus, Summation no. 29, Mar 1949, Head-
quarters Ryukyu Commands Military Government”）
1949年 3月に琉球で施設において救済を受けてい
るものは 828人で，そのうち孤児は 590人であった。
（ibid.）
1949年 4月には沖縄群島で 4万 3500人の沖縄人が
救済の対象となった。救済人員の増加は穀物の不足と
円予算からドル予算に変更されたことによってもたら
された失業によるものである。このうち 16歳未満の
ものは 2万 1447人であった。
さらに，全面的または部分的に食糧の救済を受けて
いる沖縄人は 4万 3262人に達する。この増加は周辺
諸島の穀物不足と飢饉によるものである。（“US Army
Military Government Activities in the Ryukyus, Summa-
tion no. 30, Apr 1949, Headquarters Ryukyu Commands
Military Government”）
（4）救済関係実態調査の実施
1949年 4月には軍政府公衆衛生部福祉課の沖縄人
職員による現地視察が伊江島，伊平屋島，粟国島，鳥
島，のほ島で実施され，救済事業を適切に実施するた
めの諸条件の調査が行われた。
縫製教室が那覇市で開校され，生計を得るために約
400人の未亡人が専門的な縫製に関する 3カ月のコー
スを受講した。ミシンを含めて必要な資材は LARA，
軍政府福祉課及び民間の寄付によって調達された。
1949年 4月に LARAから受領した救済物資は学用
品が 2万 9814ポンド，薬品が 7362ポンド，その他物
資が 3250ポンド，大豆が 5万ポンド，タオルが 2935
ポンド，羊が 286頭であった。LARAは 1949年 4月
に 10万 3776ポンドの物資を病院，施設，学校，及び
一般の救済事業のために配布している。275頭の山羊
は沖縄の村を通じて配分された。
1949年 4月に施設において救済を受けたものは琉
球全体で 833人にのぼり，そのうち孤児は 603人で
あった。（ibid.）沖縄群島で 1949年 5月に救済を受け
ていたものは 3万 3184人であった。そのうち 16歳未
満のものは 2万 1447人であった。軍政府と沖縄民政
府のチームによる福祉救済関係の実地調査が渡名喜
島，座間味島，渡嘉敷島，伊江島，鳥島，伊平屋島で
実施された。（“US Army Military Government Activi-
ties in the Ryukyus, Summation no. 31, May 1949, Head-
quarters Ryukyu Commands Military Government”）
1949年 5月には LARAから 13トンの物資が供給さ
れた。これらは施設及び必要とされるものに配給され
た。LARAから供給された山羊は沖縄群島の 512軒の
農家に配布された。
琉球で施設において救済を受けたものは 5月に 833
人であった。そのうち孤児は 603人であった。（ibid.）
1949年 6月に施設外で救済を受けた沖縄人の数は 2
万 3925人であった。このうち 16歳未満のものは 1万
4557人であった。
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1949年 6月 20日の台風により，首里の孤児院・養
老院の建物は全壊，半壊の被害を受けた。他の施設の
建物も被害を受けた。（“US ArmyMilitary Government
Activities in the Ryukyus, Summation no. 32, Jun 1949,
Headquarters Ryukyu Commands Military Govern-
ment”）
LARA援助品の詰め合わせと救済物資が南部琉球に
贈られハンセン氏病施設と慈善病院に配布された。
1949年 6月に 288頭の山羊を LARAが受贈し，検疫
を経た後，沖縄の 5カ村に配分された。琉球全体で施
設において救済を受けているものは 823人であった。
そのうち孤児は 593人であった。（ibid.）
（5）財政の逼迫と救済機構の整備
1949年 9月には，社会事業部長から「救済人員減
に関する件」について通達が出された。
同月，LARAから 48頭の山羊を受贈し，これで総
計 2100頭を受け取ったことになる。LARAは 5万 2164
ポンドの食糧，石鹸，衣服を施設，病院，及び住民に
救済として配布した。また台風で衣服を失った 1433
人に衣料品の特配が行われた。
1949年 9月に施設で救済を受けているものは琉球
全体で 828人であった。このうち孤児は 596人であっ
た。（“US Army Military Government Activities in the
Ryukyus, Summation no. 35, Sep 1949, Headquarters
Ryukyu Commands Military Government”）
1949年 9月に施設外で救済を受けているものは沖
縄群島で 2万 2690人であった。このうち 16歳未満の
者は 1万 3570人であった。また，新たな救済適格に
関する規則が制定された。
救済担当部局の代表者が北部琉球を訪ね，現地の救
済プログラムの支援を行った。調査担当者を指導し，
当地の経済・社会面から福祉の実情を究明した。
（ibid.）
1949年 10月の時点で，沖縄群島の人口 56万 7117
人のうち 1万 6473人が救済を受けていた。救済用基
金の不足により同年 9月の救済人員 2万 2690人から
6217人も減少している。沖縄群島での 16歳未満の救
済人員は 9613人であった。
北部琉球では，救済人員は 1949年 9月の 1万 3450
人から 7061人にまで減っている。この減少も地方政
府予算における基金の欠乏によるものであった。
（“US Army Military Government Activities in the
Ryukyus, Summation no. 36, Oct 1949, Headquarters
Ryukyu Commands Military Government”）
「職種別世帯人員調査について」（1949沖社第 6号）
では，自由経済実施に伴い被救済世帯の生活実態に関
する基礎資料を得るために職種別の世帯数及び家族数
を調査することになり，その具体的な指示がなされて
いる。また「救済申請世帯の調査について」（1949沖
社第 7号）では，食糧品の値上げに伴い被救済者の増
加が予想され，また資力がありながらこれに便乗する
不心得者もいることから，救済の認定にあたっては厳
密な調査を行い遺憾のないようにという軍政府の命を
伝えている。これまでの被救済世帯については再調査
を行い，食糧品の値上げに伴う救済申請世帯に対して
は，生活実情調査を行い，最低生活を維持するに必要
な物品以外の所物品，家畜等は時価に換算して手持ち
現金と見做すようその取扱を指示している。
救済機構の整備とは裏腹に，貨幣経済の開始と徴税
制度の発足に伴う財政の逼迫により，救済人員の削減
が繰り返されることになった。1949年の，知事より
市町村長厚生員あての文書では，救済人員の削減は遺
憾であるとした上で，自活不能の者に対する救済つい
ては，赤十字，LARAにも援助を要請しているが，住
民相互の援助も切に希望している。軍は縁故，情実，
あるいは便乗の不正救済の整理を理由にしているよう
なので，関係者はもちろん全住民が自重して誠意ある
協力の下での被救済者の決定を求めている。
1949年の，社会事業部長からの「十月以降救済人
員の大幅削減に就いて」においても，軍政府係官から
特に不正の絶無を期すように注意をうけているおり，
一部の不心得者のために多数の自活不能者を益々困窮
に陥らせる結果になっていることを指摘して，被救済
者の選定にあたっては遺憾のないようにして軍の信頼
を回復するよう要請している。なお，ただちに救済を
必要とする者であれば実情を軍政府に連絡し善後処置
を講ずるよう陳情することも明記している。
1950年 1月 食糧大幅値下げとなる。2月 厚生員
が軍政府職員から民政府職員に任命替えされる。3月
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ハワイの沖縄難民救済会から沖縄女子教員に洋服生
地が贈られる。
1950年 2月，LARAから 1万 1933ドル相当の物資
を受領し，学校，病院，農連，非営利の救済団体を通
じて配給された。このケア・パッケージには食糧，毛
布，綿やウールの生地などが入っていた。（“Ryukyu
Statistical Bulletin, no. 3, Mar 1950, Headquarters of
Military Government of the Ryukyu Islands” p. 74）
1950年 2月には，学校給食で牛乳が 10万 2726人
の小学校及び幼稚園の児童に提供された。このために
16万 6988ポンドの粉乳が必要であった。37校で 3万
350ポンドの食糧が LARAから児童に提供され週あた
り 1600カロリーの補給が行われた。（ibid. p. 74）
1950年 2月末までに，これまで救済（食糧のみ）を
受けていた 500人近くが最低栄養水準で自活を始め
た。これは主に配給食糧の価格が低下したことによる
ものである。
沖縄群島における被救済人員は 1950年 2月におい
て 1万 1490人であり，そのうち 16歳未満の児童は
5898人であった。（ibid. p. 74）
1950年 3月の沖縄群島における救済人員は 1万 1490
人であった。このうち 5898人が 16歳未満の子供達で
あった。救済に関する規定が改められ，救済の適用，
統計などが変更になっている。（“Ryukyu Statistical
Bulletin, no. 4, Apr 1950, Headquarters of Military Gov-
ernment of the Ryukyu Islands.” p. 45）
2．民政移行と自律的な公的扶助
シーツ少将は，キリスト教国の国民としてアメリカ
人は他の国民に対する道義的責任を自覚しており，沖
縄を復興する決意を固めている。（県警察史 73頁）
「琉球列島米国民政府に関する指令」（FEC指令）
は，米国民政府（USCAR）が軍事的必要の許す範囲
内において，ガリオア資金の許す範囲内で戦前同様の
琉球列島住民の生活水準の回復を促進しなければなら
ないとしている。ただし，戦前の程度以上の生活水準
の向上は，米国予算の援助によることなく，琉球住民
自身の努力によって達成されるべきものである
としている。（沖縄県労働史・第 1巻 305頁）
1950年 6月から 8月にかけて，米国軍政府は特別
布告 37号及び布告 19号「群島知事議会議員選挙法」
を発して沖縄，宮古，八重山，奄美の 4群島における
知事及び民選議員の選挙の準備を進めるとともに，そ
れまでの民政府に代わる群島政府の設立に向けて布告
22号「群島組織法」を発した。これにより同年9月17
日，各群島一斉に知事選挙が行われ，同 11月以降各
群島政府が発足した。この年の 12月，米軍はみずか
らも「琉球列島米国民政府に関する指令」を極東軍総
司令部が発し，従来の軍政府を「琉球列島米国民政
府」に改称し，形式上，米国の沖縄統治が「軍政」か
ら「民政」に移行された。沖縄群島政府の設立によ
り，従来の社会事業部の業務は群島政府厚生部に引き
継がれ，厚生部社会事業課が直接その任務に携わるこ
とになった。群島政府の発足にあたって，平良辰雄知
事は社会事業の重要性を強調し，この事業の拡張を政
府の五大施策の一つとして掲げた。（当山 6頁）
諸環境の変化の中で，大きな変動を繰り返しなが
ら，近代的な制度への変貌を遂げる。「救済」から
「扶助」への制度の変遷と，公的扶助法制の生成・発
展の特質を考えるとともに，児童を対象とした救済と
保護から児童福祉へのこの時期の展開を辿る。
1950年 8月，群島組織法（軍布令第 22号）が公布
され，従来の民政府に代わって群島政府が設立され
た。民政府社会事業部の業務も群島政府厚生部に引き
継がれ，同部社会事業課がその任にあたった。この年
の 9月，軍政府の計画により社会事業職員の第 1回日
本研修が行われた。また 11月には被扶助者の自立助
長を援助する積極的救護の観点から，これまでの「救
済」を「扶助」に改称することになった。「救済」を
「扶助」に改称に就いて（沖厚第 61号 1950年 11月 24
日市町村長駐在厚生員宛沖縄群島政府厚生部長）で
は，現在実施中の救済は自活不能者が自活できるまで
の生活扶助（援助）であって，村駐在厚生員の事務も
これら生活不能者の生活向上延いては，早く自活の域
に達するよう就職の斡旋，授産指導，疾病治療上の指
導等，指導面に重点を置いて実施されている。現在使
用されている「救済」は「扶助」というのが適当であ
るため呼称の上ではっきりその趣意を表現した。被救
済者に対しても趣意を明らかにして，精神的にも自活
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の意思を強めるよう指導されたい（琉球史料・第 5集
社会編 2・14頁）としている。これに伴い売店から現
物給付で行っていた一般救済を主食以外の品目につい
ては，現金扶助に改めるなど，近代的な社会事業とし
ての様相をしめすようになった。
（1）群島政府の公的扶助施策
1950年 12月，従来の米国琉球軍政本部は，琉球列
島米国民政府に改称され，翌 1951年 4月に特別布告
第 3号「臨時中央政府設置の件」により，住民の統合
的自治機関である「臨時中央政府」が群島政府と並ん
で臨時に設置された。しかし，これによって全琉的な
施策がすべて直轄されたわけではなく，社会事業行政
は依然として各群島政府の行政機構の下で行われた。
この頃から住民生活も次第に安定化し，税制も着実に
整備されてきたが，これに伴って，米軍の援助の方式
も大幅に変更されることになった。1952会計年度以
降，従来の 6対 4の救済費分担金が一挙に全額民負担
となった。その一方で，群島政府は自主的な施策を打
ち出すことができるようになった。
群島政府厚生部は，1951年 9月「困窮世帯の最低
生活基準額改定について」（沖厚第 909号）を発し
て，食糧費，燃料費，家庭用品費，衛生費，個人用品
費，学校教育費等の改訂と住宅費の撤廃等を自主的に
行うとともに，「困窮世帯に対する扶助の中，現物
（配給食糧品）扶助を現金扶助に改める件」（沖厚第
1022号 1951年 10月 12日市町村長駐在厚生員宛沖縄
群島政府厚生部長）では，困窮世帯の最低生活基準額
を改訂し， 困窮世帯に対する扶助のうち配給食糧品
の現物扶助を現金給付に改めた。また，生活扶助の適
正を期するため 11月から配給食糧品の無償配給を廃
止して配給食糧品を購入する資金を扶助する（琉球史
料・第 5集社会編 2・17頁）とした。「被扶助世帯に
対する現金扶助経理の改正ついて」（1951年沖厚第
1192号）において，扶助金請求書は食糧購入費，家
庭用品費に分けることなく，現金扶助請求書として一
本にし，財政調べの収入不足額をそのまま扶助金とし
て請求すればよいというように，扶助金請求の手順が
改められた。また，「最低生活基準の一部改正につい
て」を発して，食糧費に結核患者分を追加するなど，
扶助内容の充実をはかっている。一方で従来の市町村
駐在厚生員を「社会福祉司」に改称し，現任訓練を実
施するなど，その専門職としての資質の向上を促し
た。さらに，1951年 10月，沖縄群島政府において全
琉社会事業課長会議が開催され，社会福祉行政の全琉
一元化，法制の整備等をはじめとする議題が協議さ
れ，米国民政府，臨時中央政府，各群島政府への要望
事項もまとめられた。
（2）医療扶助の実施
1951年 10月「沖縄群島医療扶助条例」（1951年沖
縄群島条例第 72号）が発効した。この条例は，全住
民が健康で文化的な生活をする近代的な公的扶助の理
念に立って医療扶助を実施しようとするものであっ
た。この医療扶助の実施方式はその後も維持されるこ
とになる。この条例では，医療扶助の範囲が拡大され
たこと，医療券の交付，診療報酬請求明細書の審査，
医療機関への立ち入り調査等の規定及び不服申立制度
の創設が注目される。
① 貧困の原因としての疾病
この条例の第 1条では，医療扶助の対象と範囲を定
めている。疾病が貧困の原因であり，貧困が疾病を結
果しやすい事実をふまえて貧困の防止及び救済の両面
から医療扶助の重要性が念頭に置かれている。第 2条
では，医療扶助は自らの力で最低生活を維持すること
ができない場合に行われるべきものであるとしてい
る。第 3条では濫給防止のため扶養能力のある扶養義
務者の責任を定めている。第 4条では，医療扶助額の
限度を定めるとともに，知事が必要と認めた場合，予
算の範囲内で増額が可能であるとした必要即応の原則
を定めている。また第 6条では医療扶助の要否決定の
権限を市町村長に与えている。第 7条は，医療を受け
る方法を定めており，交付を受けた医療券を公立また
は私設の医療機関に提示して受診することとされてい
る。急迫の事情がある場合にはこれを提示せずに医療
を受けることができる。この場合，すみやかに市町村
長に対し交付申請をしなければならない。
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② 診療の義務
第 10条では私設医療機関の診療報酬の請求の方法
が定められており，第 11条では診療報酬の内容及び
額の適正を期するため，厚生部長に審査の権限を与え
ている。第 13条では，医療扶助の目的を達成するた
め診療機関に対して診療義務を課している。第 14条
では，移送，第 15条では入院に関する規定を置いて
いる。第 17条は，医療機関に対する監督の方式とし
て知事に対し，帳簿書類の調査，報告の聴取，または
説明を求める権限を与えている。第 18条では，厚生
員の医療扶助に関する職務の範囲を定めているが，被
扶助者に対する調査，指導の中で，被扶助者が劣等感
情を抱かないように指導するとともに，医師に対して
は社会事業に対する理解協力を求めるように努めるこ
とが肝要であるとされている。第 19条では医療扶助
の適切な運営をはかるために，市町村長は被扶助者に
ついて常にその状況を調査し知悉しておく必要から，
被扶助者に届出義務を課している。第 22条は不正に
扶助を受けた場合の扶助費の返還命令，第 23条は不
服申立て，第 24条は罰則を定めている。
3．琉球政府の成立と公的扶助の立法化
1952年 4月，米国民政府布告第 13号に基づいて臨
時中央政府に代わって「琉球政府」が創設され，各群
島政府の厚生部社会事業課は新機構の下に統合され，
琉球政府厚生局民生課となった。琉球政府の発足と同
時に扶助費の増額が行われ，また宮古，八重山，奄美
の 3群島に社会福祉に関する事務所として独立の民生
事務所が設置された。1953年 10月には本土法に準じ
た生活保護法が公布され，翌 11月には「社会福祉事
業法」が制定公布され，その改正によって「社会福祉
主事制度」が創設された。従来の社会福祉司は試験，
認定講習を経て社会福祉主事に任命された。1954年
には，民生事務所に代わる「福祉事務所」が全琉 5地
区に設置され，扶助の実質的決定権が市町村長から福
祉事務所長に委譲された。この時期に，沖縄の公的扶
助制度は近代化と専門化への制度的基盤を形成するこ
とになった。
（1）生活保護法の立法化
1952年 4月の琉球政府の発足を契機に，これまで
の救済規定の抜本的な検討が行われ，あわせて本土法
を取りよせて，生活保護法案の作成が始まった。
① 立法理由
法案の作成作業は約 1年間にわたり，多面的な論議
を重ねながら内容の調整が行われた。生活保護法案の
立法理由としては，以下のことがあげられている。
（ア）従来の救済は，軍による慈恵的な救済にとどま
り住民の生存権の保障は等閑に附されてきた。琉球政
府の誕生により生活困窮者の保護の責任が軍から政府
に移管された。終戦による行政分離が行われたことも
あり，社会事業の領域でも他と同様に新しい法制度の
創設が切実に要請されている。（イ）公的扶助の領域
においては，戦前の救護法（1932年），児童虐待防止
法（1933年），母子保護法（1943年）医療保護法
（1941年）などの救護制度がなお効力を持っている。
しかし，戦災や外地からの引揚げなどにより公的扶助
を必要とする者の数が増加し，分散化した救護制度の
下では，漏救が生じ適切強力な措置を講ずることがで
きず，これまで群島ごとに必要に応じて応急的に条例
を制定し対処してきた。しかし，そこには一貫した理
念もなく朝令暮改の状態で遺憾に堪えない。（ウ）民
主主義の原則に基づく基本的人権の確立と，健康にし
て文化的な最低限度の生活を営む住民の権利を保障す
るためには，琉球政府章典による住民の権利（第 5
条）では極めて消極的である。社会保障制度の一環と
して公的扶助を強化，確立し，生存権保障の理念を明
確にすることが，住民生活の福祉を目的とする政府の
当然の責務である。（エ）住民生活の実相は次第に立
ち直りつつあるとはいえ，なお窮迫した生活状態を示
している。限られた財政の中で民生の安定を確立すべ
く，旧法を廃止して新たに関係法規を整備することは
緊急を要する。
② 生存権保障の根拠
法案作成上，問題となったのは本土法を準用する場
合，生活保護法の基本原理である生存権保障の理念を
どこに求めるかという点であった。本土法は，日本国
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憲法 25条に規定する理念にその根拠を求めるが，施
政権の分離された沖縄では問題となる点である。法案
は当初，第 1条で生存権保障の理念をうたい，第 2条
を立法の目的としたが，法務局との合同審議におい
て，生存権保障の根拠は大統領行政命令や琉球政府章
典第 5章に求めることができるという見解が示され，
当初案の第 1条は削除され立法の目的を第 1条に規定
する法案に修正された。
③ 実施の機関
次に法案の作成過程で議論となったのは，保護の実
施機関の問題である。当初，保護の決定，実施の権限
を住民の福祉に直接関わる市町村長に政府の機関とし
て委任することとしていた。しかし，先に民生事務所
の設置されていた宮古，八重山，奄美の 3群島から，
民生事務所が単に市町村長を指導監督するだけの存在
になり，本来の業務であった要保護者の援護育成及び
更生の業務が取り除かれ実益のない機関になってしま
う懸念が示され，同案に対する強い反対要請が出され
た。その他，保護の種類，社会福祉司，事務監査，費
用負担等の事項についても種々の論議が展開された。
（2）立法院における審議
この生活保護法案は，1953年 6月に第 3回立法院
議会（定例会）において，政府参考案に基づいて議員
立法の形式をとって提案された。法案は翌 7月，文教
社会委員会に付託され 4回にわたって審議された後，
本会議に上程された。本会議では第 1読会，第 2読会
を経て，8月に議決され，10月に 1953年立法第 55号
として公布された。
① 近代的公的扶助の制度
議員発議における提案理由について，兼次佐一議員
は以下のように述べている。米国海軍軍政本部指令第
3号に基づく社会福祉事業における保護の方法及びそ
の種類と実施について整備強化して行きたい。民主主
義の原則に基づいてすべての住民が人間として最低限
度の生活を保障されることを明確にして，その責任と
権利を明らかにしたい。その他の文明諸国におけるの
と同様に政府が生活に困窮する住民に対して，その困
窮の程度に応じて必要な保護を行い，その最低限度を
保障するとともに，その自立助長を義務づける。住民
の最低限度の生活を保持するために一切の制限を排除
するところの保護における無差別平等の原則を採用す
る。生活保護法案は，世界人権宣言や日本の憲法にお
いて基本的人権として確認された，生存権保障の理念
を具現し促進するものである。本法の制定を契機とし
て従来の貧民救済的な制度の観念を打破し，政府の責
任に基づく近代的な社会保障制度に移行せしめようと
するものである。また，保護の実施機関を政府に限定
したことについて，近代的な公的扶助制度の運営に
は，高度の知識と技術を有する専門家を必要とするこ
とから，琉球において各市町村をその実施機関と規定
することは，その財政を著しく圧迫する結果となるの
で，実施機関を大きい範囲に留めることが最も効果的
かつ経済的な方法であるとしている。
② 貧困原因の駆逐
また法案の提案理由の補足説明で，佐久本嗣矩議員
は次のように述べている。貧困生活水準にある人が戦
後 8年にしてなお 3％程度存在している。この困窮の
原因は概ね戦争によるものであり，このような不可抗
力による困窮に対してその生活を保障することはお互
いに民族の連帯責任である。日本においては，1946
年 9月旧生活保護法が成立した。以来 4カ年の経験に
より改正に改正を加えて，1950年 5月法律第 144号
として全面的な大改正が行われ新法として成立してい
る。救貧法的な思想を脱却して国家責任による国民の
生活保障の制度として立法された。今回の法案は，こ
の新法に拠っているが，この法案が成立することに
よって，貧困の五大原因とされる窮乏，疾病，無知，
不潔，怠惰をこの琉球から駆逐し，住民の生活の安定
を速やかに確立するとしている。
4．沖縄民政府の児童保護
1946年 4月 4日，住民の元居住地復帰による行政
機構改革に基づいて，戦前の市町村長が，それぞれの
市町村長に任命された。同 8日には，沖縄人による中
央執行機関の設置について，軍から沖縄諮旬会に指示
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があり，その設置を前提とした諮旬委員，市町村長，
各界代表らによる知事選挙が行われ，知事が選出され
た。これとともに，沖縄諮旬会は解消され，沖縄中央
政府が誕生した。この政府は同年 12月には「沖縄民
政府」と改称された。内部機構の整備が行われ沖縄諮
旬会の社会事業部は民政府総務部に吸収され，その業
務は同社会事業課に引き継がれた。社会事業課の業務
は，救済，救護，孤児院，養老院，教護院，傷痍保護
院，及び託児所に関するものであったが，その他に民
政府警務部では少年保護，労務部では職業紹介や失業
対策に関する事項が取り扱われていた。
1946年 10月，沖縄民政府は石川市から知念村に移
転し，翌 1947年 1月には社会事業の執行機関が総務
部から分離し，社会事業部として独立した。社会事業
部は各地に散在していた孤児院，養老院等の施設を
20箇所から 7箇所に統合した。
これまでに次のような救済制度の改善のための全体
的な施策が行われてきた。
1．栄養失調に関する調査
2．栄養失調児童に対するビタミン補給の促進
3．劣悪施設の閉鎖
4．施設建物の恒久化と満足度を高める統合計画の
実施を沖縄民政府と協力して促進
施設内の生活及び衛生の水準を改善し施設間の格差
を解消することとならんで，軍政府公衆衛生部と連繋
し児童の疾病罹患を探知するための検診を実施するこ
とにした。
（1）恒久的な孤児収容施設
1947年 1月，恒久的な孤児収容施設の建設準備が
始まった。保育のデイサービスも那覇と首里で始ま
り，就学前の児童を施設に預けて，保護者が就労でき
るようになった。
これまで軍部隊が孤児を部隊の「ペットまたはマス
コット」として世話をしていたが，かなり困難になっ
ていた。孤児を施設に収容したり，親類縁者を探して
その下に帰すなど，通常の生活に戻すための努力がな
された。
1947年 8月には，統合された施設に孤児及び高齢
者を移動する最後の引っ越しが終わった。また，これ
まで逮捕，収監された親に伴われていた子供も孤児院
に移される措置がとられた。この場合，親が出所し子
の養育が可能と認められるときまで孤児院で養育され
ることになる。
施設の 5カ所への統合計画の完了に伴い，1948年
度にはより適切な建築場所に，まったく新たな孤児と
高齢者のための施設を建設する計画を準備している。
村が孤児と認め，施設に収容されている児童は，
1946年 6月末で 304人，47年同月で 225人，48年 3
月 1日の時点で 223人であった。（“The Ryukyus Mili-
tary Government Activities Annual Report 1947―1948 La-
bour and Welfare Department” p. 52）
1947年 2月，沖縄民政府令第 1号として「託児所
規則」が制定実施され，その設置主体として市町村を
うたったが，市町村長に設置義務がなかったことか
ら，この時期に託児所が設置された実績はない。ま
た，1947年 7月，沖縄民政府令第 6号により「少年
教護規程」が公布施行された。この規程は，監護養育
と普通教育を施し，独立自営に必要な知識技能を授
け，資質の向上をはかることを目的として，沖縄民政
府直轄の少年教護院の設置，管理，運営及び収容児の
措置等が定められているが，この時期にその設置を見
るには至らなかった。しかし，この頃から，児童の保
護を含めた児童福祉に対する世論がようやく喚起さ
れ，沖縄民政府の対応も積極化して行くことになっ
た。
1948年12月に施設において救済を受けたものは320
人で，そのうち 217人が孤児院に収容されている児童
であった。12月には多くのアメリカ婦人クラブやそ
の他のグループによって孤児院に収容されている児童
のためにクリスマス会が開かれた。食品，玩具，衣類
などの贈り物が子供達にプレゼントされた。140箱の
配達不能の救済品が那覇国際郵便局から厚生部に返送
された。それらは施設に収容されている孤児等に配布
された。（“US Army Military Government Activities in
the Ryukyus, Summation no. 26, Dec 1948, Headquarters
Ryukyu Commands Military Government” p. 35）
施設において救済を受けているものは，1949年 2
月に沖縄群島で 372人おり，そのうち孤児は 279人で
あった。沖縄アメリカ婦人クラブが孤児院の児童のた
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めにバレンタインのパーティーを開催した。アイスク
リームとクッキーが用意され，玩具，衣類，石鹸など
が児童にプレゼントされた。（“US Army Military Gov-
ernment Activities in the Ryukyus, Summation no. 28,
Feb 1949, Headquarters Ryukyu Commands Military
Government”）
これまでチャイナボース（中華民国部隊）の占領し
ていた軍施設を，軍政府公衆衛生部の統合的な施設と
して活用できるようになった。1949年 3月，首里の
孤児院，養老院の収容者とスタッフがここに移転し
た。（“US Army Military Government Activities in the
Ryukyus, Summation no. 31, May 1949, Headquarters
Ryukyu Commands Military Government.”）
孤児院と養老院の施設の統合は 1949年 10月に完了
した。両者は同じ場所に置かれるが，区画や設備は分
けられ，医務室だけが共用とされた。施設での救済で
は，首里厚生園において児童が 195人，高齢者が 84
人であった。また，愛楽園に 47名のハンセン氏病に
罹患した児童が収容されていた。この施設に隣接する
小規模の施設で患者を両親に持つ子供達 14名が暮ら
している。（“US Army Military Government Activities
in the Ryukyus, Summation no. 36, Oct 1949, Headquar-
ters Ryukyu Commands Military Government”）
LARAは 1949年 10月に 3回物資を受領しており，
1万 2400ポンドの学用品，1万 400ポンドの古着，2
万ポンドの食品，3万 6600ヤードの綿布などが含ま
れていた。また，福祉施設厚生園に 1万ポンドの食料
品と 500ポンドの石鹸を供給している。さらに 7000
着の衣服を 2295人に，石鹸を 376人に，1万 1400ポ
ンドの鉛筆，メモ帳，辞書，用紙などの学用品を生徒
に配布した。（ibid.）
1949年 11月 5カ所にあった孤児・養老施設を首
里石嶺旧チャイナボース（中華民国部隊駐留地）跡に
統合し「沖縄厚生園」と称した。
5．学校給食を通じた児童に対する食糧補給
1949年 2月には，学校給食プログラムが 3校で実
施された。必要な食材は LARA，軍政府福祉課，沖縄
婦人クラブ及び村役場により用意された。（“US Army
Military Government Activities in the Ryukyus, Summa-
tion no. 28, Feb 1949, Headquarters Ryukyu Commands
Military Government.”）
伊江島でも 1949年 3月学校給食プログラムが始ま
り，この地域の食糧不足を補う目的で 1228人の小学
校児童を対象に給食が実施された。食材は軍政府福祉
課と LARAにより調達された。（“US Army Military
Government Activities in the Ryukyus, Summation no.
29, Mar 1949, Headquarters Ryukyu CommandsMilitary
Government”）
1949年 4月から粟国島でも飢餓からの救済を支援
するため学校給食プログラムが始まった。給食は伊江
島でも続けられている。（“US Army Military Govern-
ment Activities in the Ryukyus, Summation no. 30, Apr
1949, Headquarters RyukyuCommandsMilitaryGovern-
ment”）
学校給食プログラムは 1949年 5月にさらに 6校を
加えて拡大された。週 4日の給食が 4314人の 1年生
及び 2年生の児童に提供された。（“US Army Military
Government Activities in the Ryukyus, Summation no.
31,May 1949, Headquarters Ryukyu CommandsMilitary
Government.”）
（1）GHQによる学校給食プログラムの立ち上げ
連合軍最高司令官が 1949年 5月 23日に琉球軍政長
官にあてた琉球学童の補足的な学校給食プログラムに
関する文書では，日本国内と同様に琉球においても学
童に対する学校給食を通じた食糧の補給について検討
されており，また，1949会計年度の予算折衝におい
ても琉球関係予算に学校給食プログラムを実施するた
めの 2000トンの粉乳が予算要求に盛り込まれてい
た。これ以降，最高司令部公衆衛生福祉部局の代表者
は琉球を訪れ，軍政府の公衆衛生，社会事業関係の担
当者らと協議を行い，学校給食プログラムの立ち上げ
の支援を行った。このプログラムは 1949年 5月の時
点で 4368人の児童を対象に実施さている。
この文書では，プログラムの本質は，動物性タンパ
ク質の極端な不足を補うことにあり，全ての琉球児童
の保健にとって必須の個である。そのため 1950会計
年度の予算においては全琉球の学童 23万 7000人を対
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象とするように拡大すべきであるとしている。この最
小限度の食糧補給を満たすために予算折衝において
は，脱脂粉乳 1321トン，食用油 106トン，豆類 264
トン，砂糖 106トン，米・小麦粉 7950トンが含まれ
なければならないとしている。
島内産の野菜，魚，塩などの食材とともに，上記の
食品を輸入し，学校開校日 223日間，23万 7066の学
童に，一人当たり 600カロリー以上の給食を提供する
ことになった。この給食の実施により，他の単独のプ
ロジェクトによるよりも効果的な，琉球学童の初期結
核の罹患抑制とともに，体位の向上と精神面での健康
状態の改善が期待された。目下，実施されている学校
給食は，沖縄人が請け負って細部を運営している。
内政面及び国際的な責任の面から，連合軍最高司令
官は琉球の学童に対する完全給食の実施を強く望んで
おり，これについて検討するよう指示している。
（“Supreme Commander for the Allied Powers, Supple-
mentary School Lunch Program for Ryukyuan School
Children, 23 May 1949, to Ryukyu Military Government
Section”）
（2）沖縄における学校給食の沿革
欧米で行われてきた科学的な検討に基づく学校給食
や学校での食糧補給プログラムは沖縄では行われたこ
とはなかった。
1910年から 12年にかけて那覇地区の 9校の小学校
で栄養障害に陥った児童に対して食糧補給プログラム
が行われたことがある。このプログラムはアメリカに
おける父母と教師の会にあたる学校支援会の拠金に
よって経費が賄われた。このプログラムは，訓練され
たスタッフがいなかったことや，対象となる児童の選
定と給食の実施に関して科学的な栄養の知識を使えな
かったことから，成功しなかった。児童の健康面では
見るべき成果もなくこのプログラムは 2年後に取り止
めになった。この給食の中身は，ご飯と野菜，豆，魚
または肉，ラードなどを混ぜた汁，漬け物であった。
この給食は授業期間中の月曜日から金曜日まで提供さ
れ休校日及び休暇中は除外された。
① プログラム実施の必要性
1948年及び 49年に実施された村及び学校を対象と
した公衆衛生及び救済関係の調査では，いくつかの地
域で戦災，台風による災害，不作，軍事的必要からの
住民の移住などにより，最低生活水準を下回る生活実
態が見られた。栄養不良及び栄養失調に伴う疾病は 5
歳から 10歳の学童に特に多く見られた。
この調査の結果に基づいて，軍政府公衆衛生部福祉
課は 1949年 2月から順次各地区で学校給食の形態に
よる児童向けの食糧補給プログラムを開始した。この
プログラムを実施した学校はすべて，飢餓また極貧の
状態にある地域に存在し，可能であれば高カロリーの
完全給食を実施することが最も有益であると見られて
いた。ここでは多くの場合，給食が児童の一日の口に
する食事のすべてであった。その家族もまた全部また
は一部を食糧の救済に頼っている。
この学校給食プログラムは善意の寄付と，軍政府救
済課，LARA，学校支援委員会，沖縄婦人会などから
の食材，資金，労力，資材の提供を受けて実現が可能
になった。調理室や倉庫などの建築資材は，地区の村
救済委員会や学校支援委員会が調達した。このプログ
ラムのための食材の備蓄は 3カ月分のみであった。学
校の保管スペースが十分でないこともあり，食材は 2
週間おきに学校に供給された。給食は月，水，金，土
曜日の昼に提供され，休校日や休暇中も継続された。
給食プログラムが学童にもたらしている利益につい
て，可及的速やかに実施期間中の成果の科学的調査と
検討が必要と考えられていた。給食のカロリーについ
ては児童の必要から学校ごとに変動があった。
② 学校給食プログラム実施の成果
この学校給食プログラムが実施されて以来，期間が
短いにも関わらず，結果は充分に肯定的なものであっ
た。児童の身体面での健康状態は改善され，精神面及
び情緒面でも良好に向っていた。精確な統計は児童ご
とに保管されており，プログラムの初めからいつでも
検証できるようになっている。これらの記録によれば
伸長，体重，胸囲の増加，栄養不良に起因する皮膚疾
患の顕著な改善，情緒の安定，勉学への集中力の向
上，給食実施時の出席率は 100％などを達成してい
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る。軍政府公衆衛生部福祉課の所管する事業でこのプ
ログラムほど沖縄人の多くの熱心な協力と支援が集
まったものはほかにない。軍政府公衆衛生部福祉課に
は，頻りに団体や個人からこのプログラムの増加と拡
大を求める請願が寄せられていた。プログラムを継続
させるために個人や家族が犠牲を厭わず多大な努力を
払った。
③ 学校給食プログラムの実施体制
軍政府教育部，沖縄民政府との協力と調整のための
会議が開かれ，軍政府ミード教育部長，沖縄民政府山
城文教部長らが出席した。軍政府ミード教育部長は教
育部として物質的な支援は難しいが，沖縄民政府文教
部には可能な限り協力するよう勧告したいと述べた。
沖縄民政府の山城文教部長は古波蔵視学官をプログラ
ムの管理運営担当に指名し，文教部と軍政府公衆衛生
部福祉課との連絡調整にあたらせ，同じく喜屋武視学
官を学校とプログラムの実施運営に関わる軍政府各機
関，民政府担当者らとの連絡にあたらせた。現場の教
員も栄養学について学び，軍政府公衆衛生部グリーン
福祉課長の指導の下で献立の作成やカロリーの計算に
携わるようになった。
全琉球の 23万 7000人の児童生徒に対し完全給食ま
たは補食プログラムを実施することは非常に望ましい
ことである。学童の間に蔓延している栄養不良を克服
するためには最も効果的な方法であり，また現下の行
政システムの下ではもっとも経済的でかつ制御可能な
救済用食糧の活用方法である。そして，住民の間の協
力と自治意識を促進するための優れた手段でもあっ
た。
LARAと地域の住民は，食糧の調達が可能な場合に
は，児童が必要とする栄養に見合ったカロリー水準に
食事内容を引き上げるための追加的な食糧の割当を確
約している。そのため，単なる学校給食プログラムに
とどまらず，児童の必要に応えた児童食糧供給プログ
ラムになることを目指している。給食は目下無料で提
供されており，今後も燃料，野菜，道具，労務の寄付
がある限り，経費の徴収も予定されていなかった。
（May 1949, History of School Lunch Program to Date
on Okinawa）
1949年 6月には 20の学校で学校給食プログラムが
始まった。合計 5505人の児童に給食が提供された。
このうち 4314人は 1年生と 2年生の児童である。残
りの 1191人の上級生はミルク給食が提供された。燃
料費と維持費に相当する児童一人当たり月額上限 35
円が課された。支払の困難な児童の分は，学校支援委
員会の拠金によって補填された。（“US Army Military
Government Activities in the Ryukyus, Summation no.
32, Jun 1949, Headquarters Ryukyu Commands Military
Government”）
1949年 9月学校給食プログラムは 37校で継続さ
れ，1年生及び 2年生の 8110人が提供を受けた。給
食のための食材は，LARAから供給された。（“US
Army Military Government Activities in the Ryukyus,
Summation no. 35, Sep 1949, Headquarters RyukyuCom-
mands Military Government”）
1949年 10月からさらに，37校 8110人の児童が学
校給食の恩恵を受けることになった。食材の多くは
LARAが提供し，残りを父母や学校区内の他の人々が
用意した。
学校給食プログラムは沖縄の小学校 153校 9万 2291
人の児童に提供されるに至った。児童一人当たり，毎
日 11オンスのミルクが配られた。毎月民間から提供
される 675バーレル（16万 8750ポンド）の粉乳が使
われた。LARAは 1949年 10月に学校給食向けに 2万
7000ポンドの食料品を供給している。（“USArmyMili-
tary Government Activities in the Ryukyus, Summation
no. 36, Oct 1949, Headquarters Ryukyu Commands Mili-
tary Government”）
6．群島政府の児童福祉
米国軍政府布令 22号「群島政府組織法」により奄
美，沖縄，宮古，八重山の 4群島に群島政府が 1950
年 8月に設置された。この政府は 1952年 4月の琉球
政府設立までのわずか 2年弱の短期間であったが，こ
の期間に児童福祉行政の面では，大きな業績を残して
いる。1951年 9月，群島政府は従来の社会事業課の
扶助係，施設係に加えて企画係と児童係を新設した。
児童係の分掌事務としては，犯罪少年の教護，母子保
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護，児童文化，要保護児童の指導，児童福祉の総合企
画等に関することがあげられている。（当山 6頁）
1951年 9月，厚生部社会事業課に児童係が設置され
ると那覇及びコザに児童福祉司が各 1名配置された。
1952年 12月には，那覇市とコザ市に児童保護所が設
置された。
厚生部社会事業課に「児童係」が設置されたこと
は，後の琉球政府発足時に所管課に児童係が設置され
ていなかったことをふまえても，沖縄群島政府が児童
問題を特に重視していたことがわかる。また，1951
年 11月に設立された沖縄群島社会福祉協議会は，児
童一時保護所を設置するなど，沖縄の児童福祉におけ
る民間サイドからの貢献を果たした。
（1）教護院の設置と厚生員の活動
児童福祉の領域では，戦災孤児の問題にかわって児
童の不良化が問題となってきた。
1950年代の始めごろは，荒廃した世相を反映して
児童の非行が多発し，社会問題化しつつあった。非行
が増大していたが，その処遇は刑事政策的なものにと
どまることが多かった。軍施設立ち入り，軍物資窃盗
などの非行が多くを占め，軍事裁判に付され，少年刑
務所に収監されることが多かった。そこでは少年の心
身の発達や社会的環境が省みられることはあまりな
かった。
軍事法廷はしばしば犯罪少年の処遇について，非行
に走った社会的背景の調査や刑務所出所後の保護指導
について群島政府に通報してきた。そこで 1951年 10
月，米軍法務部と沖縄群島政府は協議を行い，その結
果，軍事裁判に送られる児童について，成人とは異
なった処遇を行うため，那覇裁判所とコザ裁判所に各
1人の軍裁判係の厚生員を配置することになった。2
人の厚生員は，家庭，学校等の調査を行い，軍裁判所
においても種々の弁護を行い，さらに刑務所釈放後の
児童についても居宅指導を行った。
沖縄群島政府厚生部社会事業課は，少年には社会的
な処遇も必要であるとして，関係者を説得して 1951
年 4月，沖縄群島政府立教護院（沖縄職業学校）を設
立した。この施設は 1952年，琉球政府の創立により
厚生局沖縄職業学校となり，また，1953年 7月には
本島中部に「コザ女子ホーム」が新設された。1953
年 10月に児童福祉法が施行されると，同法に基づく
児童福祉施設となった。1954年には沖縄実務学園と
改称された。
女子児童の保護施設として開所した「コザ女子ホー
ム」は，特飲街をかかえ，問題の多発するコザで，非
行少女の処遇に行きづまりを生じた中で，設置が待望
された少女の更生施設であった。中央病院跡のコン
セットの払い下げを受けて，厚生員の島マスや米国民
政府の山崎亮一らの尽力によって，このコザ女子ホー
ムが設置された。
（2）国際児の保護
国際児は敗戦直後から生まれ，徐々に増加したが，
一般に世間からは冷遇され，特に黒人系の場合には厳
しいものがあった。アメリカ軍人の家庭に預けたり，
養子縁組をしたり，あるいは母方の祖父母の戸籍に実
子として入籍するなどの対応が個々に行われていた。
1949年から 1953年までには，沖縄厚生園，那覇及び
コザの児童保護所，コザ女子ホーム，民間養護施設で
ある愛隣園などに，放任あるは遺棄された国際児が入
所していた。これらの施設ではアメリカ人との養子縁
組の世話などもしていた。（大城 124頁）
（3）視覚聴覚障害児の福祉
沖縄群島政府が非行児対策の次に手がけたのは，視
聴覚障害児教育の問題であった。当時の文教行政の実
情からは，特別支援教育の分野までは行き届かない状
態にあったため，厚生行政においてこれを採り上げる
ことになった。そして，教育と保護の二つの機能を
持った収容施設が設置されることになり，1951年 5
月，「沖縄盲唖学校」が開校した。沖縄職業学校とと
もに，学校としての教育行政的色彩を色濃く持ちなが
ら厚生行政の分野でこれが推進された点が，沖縄の社
会福祉事業の一つの特色とされている。
（4）児童福祉従事者の養成
戦後，軍政府が行った社会福祉関係従事職員の養成
と訓練に関する配慮は，福祉関係立法特に児童福祉法
の立法化に伴う作業と深い関わりを持っている。1948
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年 11月，軍政府は沖縄民政府知事に対して「各市町
村に配置される軍社会事業委員」と題する覚書を公布
した。この委員は厚生員と呼ばれ，各市町村からの推
薦をうけて軍政府直属の職員として各市町村に駐在し
た。この厚生員は，1950年に沖縄側に身分替えさ
れ，1952年には社会福祉司，1953年には社会福祉関
係立法の制定に伴い社会福祉主事と名称をかえた。
また，1950年 4月，在沖縄ライカム婦人クラブの
奨学金制度により，社会事業従事者養成を目的として
日本社会事業短期大学への留学生派遣が行われた。ま
た同年 9月，軍政府の費用により，日本社会事業研修
所へ第 1回目の社会事業研修生が派遣された。1951
年にも米国民政府の奨学金により 4群島から選抜され
た留学生が日本社会事業学校研究科へ派遣され，翌
1952年にも派遣が行われた。これらの留学生，研修
生は帰沖後，沖縄の社会福祉行政とその第一線の現場
において指導的な役割を果たし，1951年 11月の沖縄
群島社会福祉協議会の設立に貢献した。また社会事業
従事職員の現任訓練や社会福祉関係立法の立案作業に
も関与した。（渡真利 10頁）
7．琉球政府の児童福祉
1952年 2月 29日，琉球列島米国民政府布告 13号
「琉球政府の設立」が公布され，これにより同年 4月
1日，立法，司法，行政の 3機関を整えた琉球政府が
設立され，4群島を統括した統一的かつ恒久的な中央
政府組織が実現した。この米国民政府布告 13号は，
琉球政府の 3機関の構造と権限，住民の権利，民政副
長官の権限等について規定しており，米国民政府布告
68号「琉球政府章典」とともに沖縄の基本法として
の性格を持つものであった。（渡真利 9頁）
琉球政府が創立された 1952年頃も，児童の非行は
衰えを見せず，基地建設工事ブームと朝鮮戦争特需に
よるスクラップブームなどを背景として益々，複雑化
する傾向がみられた。厚生員は，青少年の非行対策に
その多くの時間を費やすことになる。青少年の非行防
止と後処理に追われ，少年刑務所から出所した少年の
フォロー，軍裁判所に係る少年の社会調査，立会いな
ど児童の分野に仕事のウエイトがかかった。（渡真利
9頁）
敗戦は，家庭の破壊混乱，経済界の不況，道徳の頽
廃をもたらし，子どもにまで悪影響を及ぼした。特殊
な社会環境の中で，戦災孤児，街頭浮浪児の問題，増
加する青少年の不良化と犯罪は，多くの関係者を憂慮
させた。群島政府社会事業課は課内に児童係を設けて
児童福祉面の仕事を強化し，積極的に非行少年の保護
と処置にあたってきた。しかし機関の不備と技術の未
発達のために，応急処置にとどまり，適切な措置が十
分に行われた訳ではなかった。児童福祉を裏付ける法
的根拠も不備で，児童の権利が無視され逆に濫用され
るおそれもあった。児童の権利を保護する必要から，
児童福祉法の制定は急務であった。
（1）米国民政府と児童福祉法
1951年 9月，対日講和条約及び日米安全保障条約
が調印され，対日講和条約 3条によって沖縄がアメリ
カ施政権下に入ることが確認された前後から，沖縄群
島政府は，激増する児童問題に対処することと，一般
児童の健全育成を目的とした沖縄独自の児童福祉法を
制定する必要に迫られていた。児童福祉法の立案に関
しては，米国民政府もその必要を感じていた。同法案
の立法要請は議員発議によらず，米国民政府の合意を
得て行政主席から立法院議長に対して行われた。また
同法制定後の児童福祉行政の第一線機関としての児童
相談所の建設費用についても米国民政府の特別の計ら
いがあった。
また，沖縄の社会事業従事者の養成訓練や社会福祉
行政，とりわけ児童福祉行政とその施設現場に対す
る，米国民政府担当官であった山崎亮一の指導的役割
は注目される。（渡真利 10頁）米国民政府は非行等の
児童の問題に特に関心があり，担当官の山崎は，児童
に関する法律を作らなければならないという強い意向
を持っていた。アメリカでは，1930年に既に児童憲
章が出来ており，アメリカ人の中には，日本人とは
違った児童問題に対する感覚があった。山崎はケース
ワーク等の技術的な部面の指導に力を入れ，それらの
面の今日の礎石を敷いた。
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① 米沖の共同作業 法案の作成
1952年 4月，琉球政府創立の年に日本で社会福祉
を学んで帰沖した留学生らによって児童福祉法の立案
作業が始まった。政府厚生局民生課児童係に配属され
た留学経験者 3名と米国民政府公衆衛生社会事業部の
山崎亮一が加わって作業が進められた。児童福祉法も
日本法を範としているが，国家事務と地方自治事務と
が混淆している当時の沖縄においては，その制定は立
法技術的にも難しく，国家の所掌や首長の権限と行政
主席や市町村長の権限などをどのように結びつけるか
などはその一例であった。日本における児童福祉法は
1947年に制定されており，この時点では第 9～10次
の改定がなされていた。沖縄での立案作業においても
日本法を基本にしていたが，諸制度や社会的状況が相
当に異なっていたため，沖縄の実情にあった作業が求
められた。
② 児童福祉の理念
第 1章総則における児童福祉の理念では，1条 1項
が，すべて児童は一人格として尊重され，ひとしくそ
の生活を保障され，愛護される権利を有するとした。
また同 2項では，すべて住民は児童が心身ともに健や
かに育成されるよう努めなければならないとしてい
る。基本的人権，個人の尊重，法の下の平等，生存権
などを規定する日本国憲法の下にない沖縄では，これ
らの児童福祉の法的根拠を琉球政府章典（米国民政府
布令 68号）に求めることになる。
児童福祉施設の種類として，6条では，助産施設，
乳児院，母子寮，保育所，児童厚生施設，養護施設，
精神薄弱児施設，盲聾唖児施設，虚弱児施設，肢体不
自由児施設及び教護院の 11種類をあげている。法立
案当時，沖縄で設置されていた児童福祉施設の種類
は，養護施設，教護院，盲聾児施設，保育所の 4種類
にとどまっていた。
日本の児童委員の制度については沖縄では採用され
ず，児童福祉に関する職務は専門技術的なものと捉
え，第一線の現業業務の指導と訓練にたずさわるもの
と考えられていた。児童福祉司は，10条において，
児童の保護，保健その他児童の福祉に関する事項につ
いて，相談に応じ，専門的技術に基づいて必要な指導
または適切なる措置をとらなければならないとしてい
た。なお児童福祉司は「技術職員」とされ，その資格
は大学において心理学，教育学若しくは社会学を専修
する学科またはこれらに相当する課程を修めて卒業し
たものされていた。また，12条は，社会福祉主事に
関する規定として，社会福祉主事設置法による社会福
祉主事は，児童福祉司の行う職務に協力するものと
し，取扱困難なる事例はこれを児童福祉司に移管しな
ければならないとしている。
児童相談所の設置と業務については 13条及び 14条
に規定され，政府がこれを設置し，相談及び調査に応
ずる者は児童福祉司でなければならないとして，相談
及び調査機能の充実をはかることを意図している。児
童の一時保護施設については 15条で規定され，設置
について義務ではなく任意規定とされている。これは
沖縄の経済的実情を配慮したものであるが，実際に児
童福祉法が制定された時に，米国民政府の計らいで琉
球政府の予算に計上され，新設の児童相談所に付設さ
れることになった。
③ 福祉の措置
第 2章は福祉の措置及び保障とされている。要保護
児童の通告について，19条は，これを発見した者
は，児童福祉司及び社会福祉主事または市町村長に通
告しなければならないとしている。また，行政主席の
とるべき措置が 20条に規定され，22条では裁判所と
行政主席との関係が規定されている。当時の沖縄で
は，家庭裁判所に相当するものが巡回裁判所であると
理解されていたことから，21条では，巡回裁判所へ
の送致が規定されている。また裁判所は児童福祉上適
当な措置をとるため，行政主席に対して必要な援助ま
たは協力を求めることができるとする，沖縄独自の規
定が 22条に置かれている。
日本法 27条 1項には都道府県知事のとるべき措置
として，「児童またはその保護者に訓戒を加え，また
誓約書を提出させること」との条文があるが，これが
沖縄法にはない。米国民政府の担当官山崎のつよい意
向が働いて，児童相談所で取り扱う問題のケースを，
訓戒や誓約によって治療しようとするのは，はなはだ
前近代的であり，現在の社会福祉事業の方法論にもと
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るものであるとして，この条項はあえて法にうたわれ
なかった。山崎によれば，このような措置はケース
ワークの専門技術の立場からは好ましくないというも
のであった。
④ 児童福祉の費用
第 3章は児童福祉施設について規定している。31
条で児童福祉施設の設置が規定され，43条では，最
低規準の制定，44条では最低規準実施の監督がそれ
ぞれ規定されている。
第 4章は費用についての規定がある。児童福祉法立
案当時の沖縄の児童福祉に関する財政は極めて貧しい
ものであった。このことが法の内容を狭めた要因でも
あった。法案では費用の負担について沖縄の実情にあ
うように，49条及び 50条に政府の支弁を，51条に市
町村の支弁を規定し，集約をはかった。52条では事
務処理状況の実地調査，53条では費用の徴収及び代
負担についての規定がなされている。
第 5章には雑則が置かれている。55条では，児童
福祉施設の認可の取消，事業停止又は施設閉鎖命令に
関する規定が，沖縄の実情にあわせて集約して置かれ
ている。56条は，訴願に関する規定となっており，
行政主席若しくは児童福祉司，社会福祉主事または市
町村長のなす処分に不服のある者は，行政主席または
市町村長に訴願することができる。57条では禁止行
為違反の罰則，58条では守秘義務違反の罰則などの
規定がおかれている。
附則として，62条において，児童福祉法の公布に
ともなう，既存の児童虐待防止法及び少年教護法の失
効に関する規定がおかれている。（渡真利 30頁）
（2）立法院での審議と修正
沖縄における児童福祉法の立案作業は 1年の月日を
費やして完了した。琉球政府法務局法制課の具体的な
法立案の指導を受けながら法案を完成した。最終的に
米国民政府との調整も済み，社会局福祉課の「児童福
祉法案」としてまとめられた。これに「児童福祉法立
案の趣旨」を添え，行政主席から立法院議長に対して
メッセージ 30号として「児童福祉法に関する立法要
請」がなされた。
琉球政府章典 5条が「すべて住民は個人として尊重
され，法の下に平等である。生命，自由，及び幸福追
求に対する権利は，公共の福祉に反しない限り，立法
その他の政務の上で最大の尊重を必要とする」と規定
していることに基づけば，住民の一人である児童の保
護を，単に従来の特殊児童に限定することなく，全児
童の福祉へと進めることは当然である，とこの「児童
福祉法立案の趣旨」は述べている。（渡真利 9頁）
児童福祉法の立法案は，立法院本会議上程を経て，
文教社会委員会に付託され，以後 7回にわたって開か
れた同委員会において審議が行われた。この時の文教
社会委員会の委員は 6名であり，審議にはこの他に証
人として琉球政府社会局福祉課長と主事 2名が出席し
ている。（1953年琉球政府立法院文教社会委員会会議
録）
第 1回目の審議（1953年 7月 8日）では，日本法
との主な相違点についての質問が行われた。日本法で
は妊産婦についても規定されているが，法案では出生
以後の子の保護という立場から妊産婦の保護に関する
規程を省いていること。児童委員を設けていないこ
と。児童相談所長の資格要件についてはそれらを備え
た専門家が出たときに規定するものとして，相談所の
設置と業務とについてのみ規定したこと。親権者の親
権濫用の防止策として「親権喪失宣言の請求」や「後
見人選任の請求」に関する規程は省かれていること等
が説明された。
逐条審議に入ったのは第 4回目の審議からである。
委員から法案 1条 1項の児童の人格に関する文言の根
拠について説明が求められ，証人はアメリカの児童憲
章を示している。第 5回目の審議では，児童委員を置
かないことについて検討が行われ，琉球において民生
委員の制度が存在しないことと，その効果も勘案して
児童福祉司一本立てとした旨の説明が証人から行われ
た。第 6回目の審議では，妊産婦が規定されていない
ことについて，予算上の問題で削除するとの理由で
は，説明ができないとして，これを含める方向で検討
することとした。
文教社会委員会の原案に対する主な修正事項は次の
通りである。第 1章の総則に関しては，児童福祉に妊
産婦の保護まで含めることとした（1条）。妊産婦と
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は，妊娠中または出産後 1年以内の女子をいうと規定
した（5条）。政府は児童相談所に児童福祉司を置か
なければならないと修正した（10条）。生活保護法に
規定する社会福祉主事は，児童及び妊産婦の福祉に関
する事項について，相談に応じ，必要な調査並びに指
導を行うものとする（12条）。児童相談所の業務につ
いて，医学的，心理学的，教育学的，社会学的及び精
神衛生上の判定を行い，これらに付随して必要な指導
を行うこととした（15条）。第 2章の福祉の措置及び
保障に関しては，妊産婦に対する福祉の措置及び保障
に関する条項として，保健指導，健康審査，費用の代
負担（20条），妊娠の届出（21条），母子手帳（22条）
が加えられた。（渡真利 20頁）
（3）児童福祉法の成立
児童福祉法案は，文教社会委員会の審議を経て
1953年 8月，立法院本会議に上程された。これと関
連して，行政主席はメッセージ（3号）を送り，児童
福祉法案の審議にあたっては政府歳入を勘案の上，慎
重を期して欲しい旨を伝えている。この背景には政府
施策には予算の裏付けが必要で，この年はまだ軍補助
金の総額の見通しが立っていないという事情があっ
た。同年 9月，法案は原案に委員会修正案を含めて可
決され，翌 10月，児童福祉法は 1953年立法 61号と
して行政主席により署名公布された。
他の社会福祉関係立法が，米国民政府と調整に難航
し，漸く議員立法の形で成立したのに対して，児童福
祉法のみが行政府の勧告で立法されたのであり，ここ
でも米国民政府の児童福祉に対する関心の深さがうか
がえる。沖縄の児童福祉は，児童福祉法の成立によ
り，応急的な児童保護から抜け出して近代的な児童福
祉への道のりを歩み始めることになった。従来の児童
政策に流れていた要保護児対策から，それをこえて次
代の社会の担い手たるすべての児童の福祉を積極的に
推進することを基本精神とする総合立法が児童福祉法
である。その理念も，権利も日本法と趣旨を同じくす
るものである。
むすび
1940年代末から平和条約の締結を視野に入れ，米
国は統治システムを軍政から民政に移行するための施
策を実行に移し始めた。本稿では，この民政移行に伴
う住民を対象とした扶助と児童福祉の領域での施策に
ついて検討してきた。軍政から民政への移行の時期
に，住民に対する扶助は救済から近代的な公的扶助へ
の発展が見られた。それまでの占領地住民全体を対象
とした「島ぐるみ救済」から，地域調査に基づく実態
をふまえた救済プログラムを策定するとともに，その
費用についても住民負担が求められるようになって
行った。
住民の選挙による本格的な自治政府である群島政府
が成立するとともに，担当職員の研修が実施され自立
助長を支援する積極的な救護の観点から，自主的な施
策が展開された。一方，米軍の援助方式もこれまでの
ものから大きく変更され，費用の負担も全額住民負担
となった。
沖縄，宮古，八重山，奄美の各群島政府を統合した
琉球政府が成立すると，扶助費の増額がはかられ，琉
球における生活保護法の立法に向けた準備が進めら
れ，本格的な公的扶助立法の成立を見た。
民政への移行過程において，児童福祉の領域ではア
メリカ側の積極的な関与が注目される。戦災によって
生じた多くの孤児の処遇は各地に散在した孤児院でな
されていたが，施設内の衛生及び生活の水準は劣悪な
ものが多かった。このため劣等の施設を閉鎖し，施設
間の格差を解消すべく統合が進められた。児童の栄養
失調に関する調査とビタミンの補給促進，施設の改善
と恒久化などの施策が行われた。在沖縄アメリカ婦人
会などアメリカ側殻の児童に対するチャリティ活動も
盛んに行われた。
民政移行が展望される時期になると，米軍による琉
球の学童に対する補足的な学校給食のプログラムが立
ち上げられ，動物性タンパク質の不足を補うことに主
眼が置かれた。これは，内政及び国際面からその責任
を強く意識した連合国軍最高司令官の意向によるとこ
ろが大きかった。このプログラムの成果は目覚まし
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く，児童の身体面での健康状態は改善され，精神面，
情緒面の安定においても良好に向った。
住民の選挙による自立的な政府である群島政府が成
立する。琉球政府の成立までの 2年弱の期間ではあっ
たが，児童福祉施策の面では大きな進歩が見られた。
群島政府は児童問題を特に重視していた。荒廃した世
相を反映して，児童の非行が大きな問題となってお
り，社会的な処遇が求められたことから教護院（沖縄
職業学校）が開設された。また，アメリカ側の資金援
助による児童福祉従事者の養成も進められた。
四群島政府を統合した琉球政府の成立と相まって，
児童の非行が一層顕在化し衰えを見せないことから，
児童福祉法制定の必要性に対する認識が高まった。ア
メリカ側も同法の立法に強い関心を示し，担当官をそ
の当初から作業に関与させた。その後の児童相談所の
建設にあたってもアメリカ側の特別な配慮が示され
た。アメリカではすでに 1930年代に児童憲章が制定
されており，アメリカ人には当時の日本人とは異なる
児童問題に関する感覚があり，ケースワーク等の技術
的な指導に力を入れていた。琉球政府の下で児童福祉
法の立法作業が進められ，近代的な児童福祉への歩み
が始まった。
このように，公的扶助と児童福祉に関しても軍政期
からその萌芽が見られたが，近代的な理念と技能に裏
打ちされた制度として確立するのは民政移行期以降の
ことである。民政への移行は住民に自律を求めるもの
であり，それは権利と義務の両方を住民が担うことの
自覚に他ならない。これらの制度の樹立によるメリッ
トの享受は，制度構築の努力とコスト負担を受容する
覚悟のないところには存在しえない。沖縄において，
近代的な公的扶助と児童福祉の制度が民政への移行過
程と並行していることは，これらの制度の本質を考え
る上で重要である。自治と自律に対する強い意思を欠
いた制度とこれに基づく施策は混迷と迷走を避け難
い。
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